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研究テーマ（発表タイトル） 

新興国における外国ブランドの価値と原産国イメージ ーインドと中国の消費者調査からー 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

日本企業がこれから新興国を開拓してゆく時に、利用できる日本の国のイメージはなんだろう。あるとすれば、どう活用できるの

か。そのための政策とは何か。それを考えることがこの研究の目的である。 

すでに外国の人の頭にあるその国のいいイメージは、「ソフトな資産」と言われる。商品の選択に迷った時に、日本企業のブラン

ドを選ばせるよう後押しするような、「国のイメージ」もそうであろう。今後世界最大の市場となる中国とインドで評価され、ブランド

力を確立することは、日本企業にとって最も重要な課題である。日本の政府も、日本ブランドの評価を高め、商品の販売に繋が

るような「国のブランド戦略」を実施する必要がある。しかし実際には、一貫した論理と戦略のない「クールジャパン」政策は成果に

乏しく、その目的にかなっていない。 

両国の消費者の頭の中にすでにある日本の「ソフトな資産」を活用し、いい国のイメージを自社のブランドに結びつけるように消

費者にアピールを行うことで、日本のブランド力を増強する必要がある。そのためには、彼らが日本という国のどんな側面に魅力を

感じているのか（あるは反感を持っているのか）、そして、それが日本ブランドの製品のどんな価値に繋がっているのかーこれを本研

究では「消費パス」とよぶーを知る必要がある。「消費パス」は商品によって多様であろう。その分析に基づき、日本企業と日本政

府が新興国市場で採用すべき新しいブランド戦略の方向性を考察する。事例として、インドでの日本の自動車および加工食品

産業のブランド政策と、日本政府の業界支援策の具体例を提案する。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

近年、市場開拓を目標に世界各国の企業が新興国への進出に力を入れている。特に、著しい成長を見せる中国とインドの

巨大な市場は重要視されている。しかし、両国で日本企業は十分なシェアを獲得できておらず、かなりの苦戦を強いられている。

また、日本企業のブランドは東南アジア、台湾で高い評価があるにもかかわらず、インド、中国では、一部の電子機器（エレクトロ

ニクス）を除いて、日本企業のブランド力は非常に弱い。新興国市場向けに企業のブランド力を上げるための政府の努力が必要

である。しかしそれに資すると期待された「クールジャパン政策」は期待された効果を得ることができていない。「クールジャパン政策」

は先進国や大都市を対象としており、インドや中国のような新興国にほとんど目がむけられていない。「日本ブランドの向上」に向け

た明確なビジョン・論理的な戦略が、企業と政府に欠けているのではないか。鍵はソフトな資産としての「国のイメージ」をどのように

活用するかだと私たちは考える。  



３．研究テーマの課題 

我々の研究対象は中国とインドの消費者である。近年、日本企業の海外市場への依存度は高まるばかりである。将来の事

業展開先として中国は 30 年近くトップクラスであり、この約 10 年間はインドへの関心が中国を上回っている。しかし、両国で多く

の日本企業は市場シェアがとれず、日本企業のブランドも高く評価されていない。ブランドに価値を感じてもらえないのは企業にとっ

て致命的である。 

ブランド力とは、消費者に価値を感じさせる力である。品質がほとんど同じでも、低い価格でしか売れない商品と、高い価格で

売れる商品がある。この価格の差が「ブランド価値」である。この価値は、企業が独自に工夫して築き上げた部分と、そのブランド

の出身国のイメージがもたらす部分の二つからなる。企業は「いい国のイメージ」を、製品開発や販売促進策（消費者のとのコミュ

ニケーション策）を通じて自社のブランドに絡め、消費者に訴求することで、消費者が感じるブランド価値を高めることができる。で

は、自社の商品は、中印の消費者にどんなブランド価値を感じてもらい、彼らが持つ日本という国のどんな側面のイメージがその価

値の形成に影響しているのだろうか。その全体像を「消費パス」という。「消費パス」は製品によって、そして対象とする市場によって、

異なるであろう。市場別、商品別の「消費パス」を探ることが、この研究の目的である。そして、「消費パス」に基づいて、個別の業

界のブランド促進策を考案する。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

問題意識に基づき、「原産国効果（country-of-origin effect）」及び「消費価値論」に関する先行研究を参照した。そ

れらで使われる概念を活用し、「購買意欲（消費者行動）」、「（消費者が感じる）ブランド価値」、「国のイメージ」という 3 つ

の概念の関係性を、個別の重回帰分析で行った。それらをつなぎ合わせ、全体的な「消費パス」の図を作成する。（本来、共分

散構造分析を使うところだが、サンプル数が少ないことなどがあり、重回帰分析を使用する）。「国のイメージ」が企業の「ブランド

価値」に正の影響を与えるとき、「原産国ブランド効果」が生じていると考える。「消費パス」は製品ごとに多様なはずである。個別

の商品によって、国のイメージがどのような価値に繋がっているのかを明らかにすることが重要である。それを明らかにする総合的な

「消費パス」を考案したのが本研究のオリジナリティである。中国市場とインド市場における日本ブランドの「消費パス」を明らかにす

ることで、海外に向けての日本ブランドの価値を高め、消費行動を促す具体的な方策を探る。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

① 文献研究 

消費者心理、国際マーケティング、ブランド戦略に関する文献を調査。 

② 政府機関、企業への訪問によるヒアリング調査 

2018 年 8 月 27 日（中国北京） 

キャノン（中国）有限公司､日本貿易振興機構(JETRO)北京事務所､日本政府観光局(JNTO)北京事務所 

2018 年 8 月 30 日（インドチェンナイ） 

高砂香料株式会社(Takasago International India Pvt.Ltd.)､Maruchan Ajinomoto India Pvt.Ltd. ､

Ajinomoto India Pvt.Ltd. 

2018 年 8 月 31 日（インドチェンナイ） 

Isuzu Motors India Pvt. Ltd. ､日本貿易振興機構(JETRO)チェンナイ事務所 

2018 年 9 月 7 日 

日本政府観光局（JNTO）デリー事務所（インドデリー） 

③ アンケート調査 

2018 年の 7 月に日本で、同年 9 月にインドのチェンナイ、ケララ州カティカッナムでアンケート調査を行った。また、日本イ

ンド中国の 3 カ国の比較分析を行うために本ゼミナールが 2017 年に中国の北京、大連、山東省青州で行ったアンケート

調査で得たデータを使用している。アンケート項目は以下のとおりである。 

１．基礎情報（住所、性別、国籍、年齢、教育、職業、世帯年収） 

２．メディア・インターネットの使用状況（利用時間、メディアの重要性など） 

３．国のイメージ、国のブランド価値の評価（後述にて具体例あり） 



４．消費意識－自動車、電子機器、加工食品（各製品ごとの購買意欲） 

 

④ 独自データをもとに分析 

上記のアンケート調査によるサンプル（日本 211、イ

ンド131、中国213）をもとにした、各国における国のイ

メージ、企業のブランド価値、購買意欲の 3種類の変数

の関係性(消費のパス）を考察した。 

国のイメージは因子分析で得た因子得点によって２

つの変数を作成し、「経済的イメージ」と「文化的イメー

ジ」と名付けた。ブランド価値は主成分分析によって２つ

の因子を抽出し、品質価値と社会価値と名付けた。最

後に、それらブランドの商品の購買意欲を聞いた。それら

３種類の変数の間の関係性を、消費者の個人的な属

性を独立変数に加えた重回帰分析で分析した。さらに国のイメージおよびブランド価値の個別の質問への答えを変数化した

ものの関係を二相関分析でも求めた。 

６．結果や今後の取り組み 

分析の結果 

中国では日本および日本ブランドの評価が非常に低いこと、インドでは個別の製品によって差が大きく、評価が低い項目と高

い項目が混在していることがわかった。中国やインドでは程度の差はあれ、エスノセントリズムや敵対心が存在し、特に中国では

日本に対して低い評価の源となっていることがわかった。変数間の関係については、中国では三つの変数の間の「消費のパス」

が明確に観察できた。しかし日本のイメージは非常に低く、それが日本ブランドの低い評価を生み、さらに日本ブランド製品の低

い購買意欲に繋がっていることが明らかになった。低い国の評価が低い購買意欲を生む循環を好転させることが課題となる。一

方、インドでは、日本ブランドは違う種類の問題に直面している。特に日本ブランドの自動車と加工食品については、日本の国

のイメージがブランド価値を増加させる経路が見られなかった（電子製品については国のイメージがブランド価値を上げる関係

がある）。おそらく企業がそのような工夫をしてこなかったのであろう。インドでの日本のイメージは、種類によっては決して低くない。

企業と政府は、何らかの対策をとって、良好な日本の国のイメージを使ってブランド価値を高めるブランド戦略をとる必要がある。 

政策提言 

以上の分析結果から、日本企業のブランド価値を高めるための政策を考案した。主に政府の業界別支援策である。 

まず新興国市場での日本ブランドの向上を目指す新しい政策組織の設立を提案する。短期的な経済的自立は難しいので、

既存の JETRO（日本貿易振興機構）内部の一つの部門として小規模に設立する。動画コンテンツの制作と現地での各種

のイベントの企画運営および開発した動画コンテンツの発信の業務を担当する。実質には現地事務所が管理し、現地のクリエ

ーターや代理店に委託し、それを統括する任務を負う。 

重点市場の個別の重要産業を支援するためのイベントと関連した動画コンテンツを作成するが、その内容について以下のよ

うに提案した。なお、具体的な提案内容については、分析結果と同時に、現地での日系企業(キャノン、いすゞ、味の素、東洋

水産の現地子会社）でヒアリングした実際の各社の活動を参考にしている。 

中国においては、日本に対する各種の評価がとても低いことがわかったが、インドと比較すると、国のイメージの低さが低いブラ

ンド価値を生み、それが低い購買意欲を生むという「消費のパス」が明確である。よって全体としては、長い時間をかけて、基本

的な国のイメージを向上させることで、これらの問題を解決することが必要である。しかし短期的な成果は期待できない。より短

期的には業界別に支援するコンテンツを作成して普及させる。エレクトロニクスについては、日本について唯一評価が高いサブカ

ルチャーを強調したイベントにインフルエンサーを招待し SNS 等での自主的な情報拡散を行ってもらうことで、突破口を見いだし

たい。 

インドでは国のイメージがブランド価値を高める効果が、自動車と加工食品については、みられない。業界別「消費パス」の分



析に基づき、すでにいいイメージを持ってもらっている側面について、個別の製品分野と組み合わせたストーリー性のある動画コ

ンテンツを作成し、それをイベントで動員した観客とインフルエンサーに SNS で発信させる工夫をする。自動車については、電子

機器ブランドの高い社会的価値を、日本の技術レベルの高さと結びつけたイメージの広告を打つことが効果的だと考えられる。

加工食品については、インドでは日本ブランドの加工食品は品質が低くて安心できないと思われているという現実からスタートせ

ねばならない。日本ブランドの加工食品の品質の高さと安全性を、日本の高い技術力や企業の組織力に結びつけたコンテンツ

を作成し、イベントを通じて発信する。 
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